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１.はじめに

日本では、戦後より日本型経営と呼ばれる

年功序列 長期雇用 企業内組合

の３つの柱を中心とした制度が取られてきた。
しかし、バブル崩壊以後、

従来の日本型経営に代わり、欧米型成果主義が導入されるようになった。
その後、富士通を代表する成果主義導入先行企業の失敗をきっかけに、

欧米型成果主義は、プロセスを重視するなど日本に適したものに変化した。
また、同時に資本の面でもアメリカ型経営の導入により強化され、
従来の日本型、アメリカ型どちらでもない新たな経営が誕生した。

現在、年功序列を廃止する企業が増えており、
日本の雇用はどこに向かっているのだろうか。

本研究において、その新たな経営を赤岡（2013）同様、Ω型経営と呼ぶ。

また、本研究の目的は、Ω型経営は実際に日本企業に浸透しているかを検証する。



TMSを使用する理由

本研究では、日本の基幹産業４つを対象にしており、

自動車産業 電機産業 IT産業精密機器産業

その中でも主要企業19社を対象にしている。
各産業，各企業を比較し、
その関連から特徴を抽出するのは、
テキスト分析が最も効率がよく、データとして扱いやすい。

また、細かい内訳は、後に触れるが、
これだけのビックデータを分析にかけ、
結果を出すには、高度なソフトが必要であり、
Text mining studioは、本研究において申し分ないと考える。



出所：赤岡功(2013),p126

本研究では、
ここに

移行しているかを、

テキスト分析を
もとに検証する！

日本型経営、アメリカ型経営、そして
Ω型経営の特徴を分かりやすくした図で
ある。

赤岡(2013)では、日本の雇用は
左の表のように移動しているとしている。
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２.研究目的

日本の基幹産業で
Ω型経営が浸透しているのかどうかを検証する。

自動車産業

電機産業

精密機器産業

IT産業

(トヨタ,ホンダ,マツダ,日産自動車,
三菱自動車,ダイハツ,いすゞ)

(パナソニック,シャープ,東芝,日立製作所,三
菱電機,ソニー)

(ニコン,キヤノン,オリンパス,富士フイルム,ソ
ニー)

(NEC,富士通)

※ソニーは、2006年にコニカミノルタを買収したため、精密機器産業にも該当した。

合計19社



３.研究方法

・前述の19社の事業報告書から、
「株主の皆様へ」欄を抜粋し、テキストを作成

・日経テレコン21より、
各社名で検索した結果からテキストを作成

(※人事関連、株式関連の記事は削除)

「Text Mining Studio5.0」を使用

【選択理由】
・社長の発言＝会社の指針 ・長期発行物
対応バブル分析では、事業報告書
単語頻度推移では、日経テレコン２１を用いた



【テキスト分析詳細】

事業報告書
企業ごとに異なる。
(最古1988年,最新2014年)
PDFで公開されているもの
＋
資料請求したもの

事業報告書：「株主の皆さまへ」本文 (社長インタビュー含む)

日経テレコン21:各社名で検索した記事
(会社人事、株式関連の記事は除く)

対象期間

総行数

日経テレコン21
1990〜2014年9月まで

日経テレコン21
自動車産業
電機産業
精密機器
IT産業
総行数 約830万行

約340万行
約150万行
約110万行

約320万行

対象範囲

事業報告書
自動車産業
電機産業
精密機器
IT産業
総行数 約14000行

約4600行
約2800行
約2300行

約5000行



テキスト行数内訳

左：事業報告書

右：日経テレコン21

※総行数を計算するにあたって、
全ての行数を足した後、
２つの産業に該当している
ソニーの行数を引いて計算を行っている。



各社「事業報告書」収集状況 収集済 収集不可

※ソニーは1988年〜1999年,東芝は1996年〜1999年,富士通は1999年も収集済

マツダ,NECの2006年度は発行されていなかった。

2014年度は発行されている企業だけ収集した。



分析にあたって、
資本と労働に関するキーワードから
「労働の論理」、「資本の論理」というカテゴリを作成。

さらに、それらを日本型経営、アメリカ型経営に
関するキーワードに分類して分析を行った。



カテゴリ分類表(抜粋)

資本の論理
カテゴリ

労働の論理
カテゴリ



４.分析結果

分析結果から各産業ごとのまとめを行う。

日本型経営、アメリカ型経営、
Ω型経営のどの傾向が強いのか、
単語頻度推移分析、対応バブル分析の
結果から考察している。

分析結果のグラフなどは最後にまとめて記載する。



【自動車産業まとめ】

自動車産業の〈単語頻度推移〉分析より、

全７社中５社にΩ型経営の特徴が見られた。

Ω型経営でないと判断したのは、ダイハツ，ホンダの２社であるが、資本の論理で
は離れた場所に位置している。

単語頻度推移で、トヨタはΩ型経営であると判断したが、

日本型経営に関するカテゴリの近くに位置しており、日本型経営の特徴を残し
ていることが分かる。

いすゞ，三菱自動車は、成果主義，売上重視に近くΩ型経営の特徴が見られる。

〈対応バブル分析〉



【電機産業まとめ】

電機産業の〈単語頻度推移〉分析より、
全６社中４社にΩ型経営の特徴が見られた。

〈対応バブル分析〉

労働の論理では、日本型経営，アメリカ型経営の特徴が見られ、
資本の論理ではアメリカ型経営の特徴が見られることから、
電機産業はΩ型経営の特徴が見られる。

労働の論理→成果主義及び現場主義の傾向が強い

資本の論理→M&Aに半分の企業が集中している。



【精密機器産業まとめ】

精密機器産業の〈単語頻度推移〉分析により、
全５社中５社にΩ型経営の特徴が見られた。

労働の論理，資本の論理どちらも、一ヵ所に集中しておらず、
分散する傾向がある。

ソニーは、現場主義，利益重視・M&Aに近く、Ω型経営の特徴が見られるが、その他
の企業は分散しており、特徴が判断しにくい。

精密機器産業は、各社分析ではΩ型経営の特徴が見られたが、
対応バブル分析を見ると一つの属性に集中するのではなく、
分散するという特徴が見られる。

〈対応バブル分析〉



【IT産業まとめ】

IT産業の〈単語頻度推移〉分析より、

全２社中２社にΩ型経営の特徴が見られた。

＜対応バブル分析＞

富士通は、現場主義，利益主義に近く、Ω型経営の特徴が見られる。
NECは、各社分析ではΩ型経営の特徴が見られたが、対応バブル分析
では、成果主義，株主市場主義とアメリカ型経営の特徴が強い。



単語頻度推移分析，対応バブル分析では、

19社中15社がΩ型経営を導入しているという結果が出た。
半数以上の企業がΩ型経営を導入しており、
Ω型経営は日本企業に浸透していると言える。

次に、各社分析結果，各産業対応バブル分析を、
特にカテゴリに注目して比較する

ここまでの分析結果まとめ・整理



【分析結果まとめ】

各産業の対応バブル分析を、特にカテゴリに注目して比較する

＜労働の論理＞

・成果主義では、自動車産業・電機産業は、集中している
が、精密機器産業・IT産業は集中していない。

・現場主義は、ソニーと富士通のみである。

・雇用に関しては、

年功序列、契約ベース雇用ともに、集中しなかった。

※分析データが社長メッセージということもあり、雇用よりも経営体系に関する言葉が多く
雇用に関しては傾向が出にくかったと考えられる。



【分析結果まとめ】

＜資本の論理＞

・株主市場主義では、自動車産業ではマツダ、日産自動
車が集中しているが、他の産業では集中していない。

・電機産業では、M&A
精密機器産業では、利益主義、長期継続取引
IT産業では、富士通が利益主義にそれぞれ集中している。



カテゴリ注目結果まとめ

単語頻度推移分析では、グローバル化が進むにつれて、

日本型経営の特徴が減少する可能性が見られた。

対応バブル分析では、雇用に関する動きは見られなかった。
また、全産業通して見られる共通のカテゴリはなく、

成果主義に集中している自動車産業，電機産業が最大で
あった。



【分析結果まとめ】

・グローバル化が進む企業では、M&Aが活発になっている。

・年功序列というキーワードは、
2000年に入るにつれ減少する企業が多く、
2010年頃に再出現する企業もあったが、
19社中８社で登場しなくなっている。

今後は、グローバル化が進むにつれて、
日本型経営の特徴は少なくなっていくのではないか。

このことから、



研究の限界点

①企業によって収集できたデータ量が違う
日経テレコンの場合も、事業報告書の場合も、精密機器産業が少ない。
また、発行されていない年もあった。

②１万行分と限定されたデータでの分析
パソコンの性能上これ以上はクラッシュしたり時間がかかってしまう。

次回の改善点

①英語版の事業報告書も合わせることで、各社の収集データ量を統一する
②長期的な研究が可能であれば、１万行分以上で分析を行う



分析結果：単語頻度推移分析





















対応バブル分析





・今野浩一郎『個と組織の成果主義』(中央経済社,2003)

・石田光男・樋口順平
『人事制度の日米比較：成果主義とアメリカの現実』(ミネルヴァ書房,2009)

・川上真央・齋藤亮三『コンピテンシー面接マニュアル』(弘文堂,2006)

・楠田丘『日本型成果主義の提案』(財団法人社会経済生産性本部,2002)

・高橋伸夫『虚妄の成果主義：日本型年功制復活のススメ』(日経BP出版センター,2004)

・中村圭介『成果主義の真実』(東洋経済新報社,2006)

・堀向紘一・藤田勉『M&Aで生き残る企業消え去る企業』（PHP研究所,2008）

・矢部謙介『日本における企業再編の価値向上効果』（同文舘出版株式会社,2013）

・ジェームス・C・アベグレン『新・日本の経営』(日本経済新聞社,2004)

・城繁幸『内側から見た富士通「成果主義」の崩壊』(光文社,2004)

・城繁幸『日本型「成果主義」の可能性』(東洋経済新報社,2005)
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